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平成 １７ 年 ３ 月期   個別財務諸表の概要         平成１７年５月１０日 

上 場 会 社 名        サンケン電気株式会社                     上場取引所  東  
コ ー ド 番 号         ６７０７                                    本社所在都道府県 埼玉県 
（ＵＲＬ  http://www.sanken-ele.co.jp/） 
代  表  者 役職名 代表取締役     氏名 森田 雄次 
問合せ先責任者 役職名 執行役員ＩＲ室長  氏名 杉山 光正  ＴＥＬ (０４８)４８７－６１２１ 
決算取締役会開催日 平成１７年５月１０日  中間配当制度の有無            有 
配当支払開始予定日 平成１７年６月２７日  定時株主総会開催日 平成１７年６月２４日 
単元株制度採用の有無  有(１単元 1,000 株) 
 
１． 17 年 3 月期の業績(平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3月 31 日) 
(1)経営成績                （注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

120,052 
113,073 

6.2
0.4

8,220
6,517

26.1
△ 9.5

7,007 
5,216 

34.3
3.0

 
 

当期純利益 
1 株 当 た り
当 期 純 利 益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本 

経常利益率 
売 上 高

経常利益率

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

2,355
3,265
△27.9 
35.2 

18.93 
26.37

-
-

3.7
  5.3

6.1 
4.5 

5.8
4.6

(注) ①期中平均株式数 17 年 3 月期 121,792,292 株      16 年 3 月期 121,921,561 株 
    ②会計処理の方法の変更 無 
③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 
(年 間) 

配当性向 
株主資本 
配 当 率     

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％

17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

10.00
10.00

5.00
5.00

5.00
5.00

1,217
1,218

52.8 
37.9 

1.9
1.9

 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％    円 銭

17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

113,647 
117,845 

63,837
63,018

56.2 
53.5 

524.01
516.84

(注) ①期末発行済株式数     17 年 3 月期 121,730,615 株  16 年 3 月期 121,833,696 株 
     ②期末自己株式数       17 年 3 月期  3,759,687 株  16 年 3 月期   3,656,606 株 
 
２．18 年 3 月期の業績予想(平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期 
通   期 

62,400 
131,400 

4,200
11,000

2,400
6,300

5.00
―――

――― 
5.00 

―――
10.00

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  51 円 34 銭 
（注）上記予想の前提条件その他関連する事項については、添付資料の８ページを参照してください。 



（１）－１  比較貸借対照表

（単位：百万円）

（資産の部） % %

Ⅰ ( 71,254 ) 62.7 ( 74,867 ) 63.5 ( △ 3,613 )

7,260 13,697 △ 6,437

2,584 3,121 △ 537

31,748 29,275 2,473

7,750 8,122 △ 372

2,289 2,602 △ 313

2,292 2,909 △ 617

104 146 △ 42

0 0 △ 0

38 35 3

1,609 1,350 259

0 0 △ 0

4,079 1,790 2,289

11,481 11,719 △ 238

16 96 △ 80

△ 3 △ 2 △ 1

Ⅱ ( 42,392 ) 37.3 ( 42,977 ) 36.5 ( △ 585 )

8,545 7.5 8,463 7.2 82

2,979 3,184 △ 205

321 349 △ 28

3,078 2,759 319

2 3 △ 1

942 943 △ 1

1,063 1,131 △ 68

155 91 64

840 0.7 734 0.6 106

814 680 134

26 53 △ 27

33,006 29.1 33,779 28.7 △ 773

4,561 5,159 △ 598

17,194 19,445 △ 2,251

0 0 △ 0

10,550 7,493 3,057

247 225 22

78 90 △ 12

- 998 △ 998

579 571 8

△ 205 △ 205 △ 0

  

113,647 100.0 117,845 100.0 △ 4,198

前 渡 金

売 掛 金

製 品

仕 掛 品

原 材 料

金額
科     目

当期(17.3.31)

未 収 入 金

前期(16.3.31)

構成比 構成比

流 動 資 産

繰 延 税 金 資 産

貯 蔵 品

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

そ の 他

繰 延 税 金 資 産

長 期 前 払 費 用

破産 ・ 更生債権その他
こ れ ら に 準 ず る 債 権

従 業 員 長 期 貸 付 金

そ の 他

構 築 物

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

比較増減

（△印減）金額

ソ フ ト ウ ェ ア

土 地

建 設 仮 勘 定

機 械 装 置

車 輌 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

関係会社短期貸付金

現 金 及 び 預 金

短 期 貸 付 金

受 取 手 形

関係会社長期貸付金

建 物

前 払 費 用

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
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（単位：百万円）

（負債の部） % %

Ⅰ ( 38,149 ) 33.5 ( 37,822 ) 32.1 ( 327 )

11,062 11,146 △ 84

8,095 7,882 213

4,263 3,302 961

- 10,000 △ 10,000

357 303 54

3,249 3,126 123

1,377 1,376 1

178 61 117

46 47 △ 1

194 532 △ 338

9,000 - 9,000

323 42 281

Ⅱ ( 11,660 ) 10.3 ( 17,004 ) 14.4 ( △ 5,344 )

10,000 10,000 -

- 2,316 △ 2,316

951 4,132 △ 3,181

188 161 27

187 - 187

165 150 15

166 243 △ 77

49,809 43.8 54,826 46.5 △ 5,017

（資本の部）

Ⅰ 20,896 18.4 20,896 17.7 -

Ⅱ 21,167 18.6 21,167 18.0 0

21,119 21,119 -

48 48 0

48 48 0

Ⅲ 24,270 21.4 23,183 19.7 1,087

1,847 1,847 -

19,366 17,369 1,997

66 69 △ 3

19,300 17,300 2,000

3,056 3,966 △ 910

Ⅳ 1,033 0.9 1,166 1.0 △ 133

Ⅴ △ 3,530 △ 3.1 △ 3,396 △ 2.9 △ 134

63,837 56.2 63,018 53.5 819

113,647 100.0 117,845 100.0 △ 4,198

当期(17.3.31) 前期(16.3.31)

構成比
科     目

金額 金額構成比

負債及び資本合計

固定資産圧縮積立金

別 途 積 立 金

自 己 株 式

その他有価証券評価差額金

資 本 合 計

当 期 未 処 分 利 益

比較増減

社 債

（△印減）

前 受 金

預 り 金

未 払 費 用

流 動 負 債

固 定 負 債

１年以内償還予定社債

未 払 金

コマーシャル・ペーパー

資 本 金

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

預 り 保 証 金

長 期 未 払 金

未 払 法 人 税 等

そ の 他

設 備 関 係 支 払 手 形

関係会社長期借入金

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

負 債 合 計

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式 処 分 差 益

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

繰 延 税 金 負 債
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（注） １． 関係会社に対する短期金銭債権 百万円 （ 前期 百万円）

関係会社に対する短期金銭債務 百万円 （ 前期 百万円）

関係会社に対する長期金銭債権 百万円 （ 前期 百万円）

関係会社に対する長期金銭債務 百万円 （ 前期 百万円）

２． 保証債務残高 百万円 （ 前期 百万円）

３． 担保に供している資産

有形固定資産 百万円 （ 前期 百万円）

４． 有形固定資産の減価償却累計額 百万円 （ 前期 百万円）

５． 電子計算機及びその周辺機器等の一部についてはリース契約により使用しております。

６． コミットメントライン

平成12年11月30日付、借入金に関するコミットメントライン契約を締結しております。

　借入コミットメントラインの極度額　 10,000 百万円

　借入コミットメントラインの未実行残高 10,000 百万円

28,839

16,711

2,369

29,415

14,408

1,794

7,493

19,135

3,102

10,550

14,168

2,974

- 2,316
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（１）－２  比較損益計算書

（単位：百万円）

% % %

Ⅰ 120,052 113,073 6,979 6.2

Ⅱ 99,701 94,372 5,329 5.6

20,350 18,701 1,649 8.8

Ⅲ販売費及び一般管理費 12,130 12,183 △ 53 △ 0.4

8,220 6,517 1,703 26.1

Ⅳ ( 1,622 ) ( ) ( 1,165 ) ( ) ( 457 ) ( 39.2 )

1. 185 153 32

2. 723 455 268

3. 713 556 157

Ⅴ ( 2,835 ) ( ) ( 2,466 ) ( ) ( 369 ) ( 15.0 )

1. 128 77 51

2. 84 340 △ 256 △

3. 245 641 △ 396 △

4. 505 421 84

5. 1,077 288 789

6. 794 986 △ 192 △

7,007 5,216 1,791 34.3

Ⅵ ( 455 ) ( 192 ) ( 263 )

455 192 263

Ⅶ ( 2,363 ) ( 59 ) ( 2,304 )

1. 2,250 - 2,250

2. 81 19 62

3. 5 - 5

4. 13 11 2

5. 12 29 △ 17

5,098 5,349 △ 251 △ 4.7

1,728 2,216 △ 488

1,015 △ 132 1,147

2,355 3,265 △ 910 △ 27.9

1,309 1,310 △ 1

608 609 △ 1

3,056 3,966 △ 910

（注）

１．関係会社への売上高 百万円 百万円
２．関係会社への原材料等支給高 百万円 百万円
３．関係会社からの仕入高 百万円 百万円
４．関係会社との営業取引以外の取引高 百万円 百万円

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

中 間 配 当 額

当 期 未 処 分 利 益

営 業 利 益

棚 卸 資 産 廃 却 損

製 品 補 償 費

雑 損 失

経 常 利 益

特 別 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

支 払 利 息

社 債 利 息

為 替 差 損

売 上 高

売 上 原 価

営 業 外 費 用

受 取 利 息

受 取 配 当 金

雑 収 入

売 上 総 利 益

営 業 外 収 益 1.0

百分比 金　額

当 期 前 期

2.92.0

4.2 4.7

92,295
151

11,789
49,798
95,505
182

11,903
49,224

比 較 増 減当 期 前 期
（△印減）(自 16.4.1 至 17.3.31) (自 15.4.1 至 16.3.31)

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損

リ ゾー ト会員権評価損

100.0

83.0

10.2

1.4

6.8

投 資 有 価証 券売 却益

特 別 損 失

投資有 価証 券評 価損

固 定 資 産 処 分 損

10.7

5.8

4.6

2.4

5.8

2.2

関 係 会 社株 式評 価損

百分比 金　額 対前期比金　額

100.0

16.5

科      目

17.0

83.5
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＜重要な会計方針＞

貸借対照表及び損益計算書の作成にあたり採用した重要な会計処理及び手続きは、次のとおりであります。

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）棚卸資産

製品、仕掛品 半 導 体 部 門………　先入先出法による低価法

ユ ニ ッ ト 部 門………　個別法による低価法

電 源 機 器 部 門………　個別法による低価法

原材料、貯蔵品 ………………………………　最終仕入原価法による原価法

（２）有価証券

子会社株式及び関連会社株式  ……  移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの  　……………  決算末日の市場価格に基づく時価法

 　　　　　　　　　　　 　（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの  　…………… 移動平均法による原価法

（３）デリバティブ取引

時価法

２．固定資産の減価償却方法

有形固定資産……定率法

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）については、

定額法によっております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ７～60年

機械装置及び車両運搬具 ４～10年

無形固定資産……定額法

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

によっております。

３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率法により、貸倒懸念債権及び破産更生債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（２）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

執行役員分は、執行役員の内規に基づく期末要支給額を計上しております。

過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１６年）による定率法により

費用処理することとしております。

数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１６年）による定率法

により按分した額をそれぞれ発生の翌期より費用処理することとしております。

（３）役員退職慰労引当金

役員退職慰労金の支出に充てるため、内規による期末要支給額を計上しております。

４．外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

５．リース取引の処理方法　

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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＜リース取引＞

(1)リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンスリース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

920 百万円 533 百万円 387 百万円

337 百万円 194 百万円 143 百万円

1,258 百万円 727 百万円 530 百万円

②

１ 年 内 223 百万円 278 百万円

１ 年 超 307 百万円 317 百万円

合 計 530 百万円 596 百万円

なお、取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産及びソフトウェアの

期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

③支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 296 百万円 313 百万円

減価償却費相当額 296 百万円 313 百万円

④減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(2)オペレーティング・リース取引

未経過リース料 １ 年 内 4 百万円 2 百万円

１ 年 超 7 百万円 7 百万円

合 計 11 百万円 9 百万円

＜有価証券（子会社株式及び関連会社株式＞

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

＜税効果会計＞

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(平成17年３月31日現在)

繰延税金資産

関係会社株式評価損 百万円

棚卸資産評価損

賞与引当金

退職給付引当金

未払事業税

その他

繰延税金資産小計

繰延税金負債

有価証券評価差額 701

固定資産圧縮積立金 42

20

765

1,422

420

776

971

2,187

△ 1,031

3,219

141

379

530

当      期

取得価額相当額

未経過リース料

期末残高相当額

工具器具備品

ソ フ ト ウ ェ ア

当      期

合 計

当      期

       期末残高相当額減価償却累計額相当額

前      期

前      期

その他

繰延税金負債合計

繰延税金資産の純額

評価性引当額

繰延税金資産合計
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（１）－３  比較利益処分案

（単位   百万円）

3,056 3,966 △ 910        

3 2  1

3,060 3,969 △ 909        

608 609 △ 1

（ １株当たり       ５円） （ １株当たり       ５円）

50 50  -           

1,000 2,000 △ 1,000     

1,658 2,659 △ 1,001     

1,401 1,309  92         

48 48  0

48 48  0

（注）平成16年12月 3日に　608百万円（１株当たり５円）の中間配当を実施いたしました。

利 益 処 分 額

（ 2 ）

固定資産圧縮積立金取崩額

その他資本剰余金次期繰越額

利 益 配 当 金

取 締 役 賞 与 金

計

別 途 積 立 金 積 立 額

そ の 他 資 本 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金 の 処 分

次 期 繰 越 利 益

当 期

計

増減（△印減）前 期科         目

当 期 未 処 分 利 益

（ 1 ） 当 期 未 処 分 利 益 の 処 分
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（２）役員の異動（平成１７年６月２４日付） 

 

１．代表者の異動 

  該当事項はありません。 

 

２．その他の役員の異動 

 （１）新任取締役候補 

    取 締 役        飯 島 貞 利（現 執行役員 生産本部副本部長） 

    取 締 役        秋 山 秀次郎（現 上席執行役員 管理本部長） 

  

（２）新任監査役候補 

    社外監査役(非常勤)    石 橋   博（現 弁護士（丸の内総合法律事務所）） 

  

（３）退任予定取締役 

    取 締 役        石 橋   仁（顧問に就任予定） 

    取 締 役         名小路  之 

 

３．執行役員の異動 

 （１）新任執行役員候補 

    執 行 役 員       吉 沢   豊（現 生産本部品質統括部長） 

    執 行 役 員       久 城 吉 成（現 営業本部副本部長） 

    執 行 役 員       工 藤 欣 二（現 技術本部デバイス技術統括部長） 

    執 行 役 員       植 木 充 夫（現 技術本部ＩＣ・ユニット事業部副事業部長） 

    執 行 役 員       太 田   明（現 管理本部財務統括部長） 

  

（２）退任予定執行役員 

    専務執行役員       石 橋   仁 

上席執行役員       寺 嶋  美（嘱託に就任予定） 

    上席執行役員       辻 本 直 治（鹿島サンケン株式会社 代表取締役社長に就任予定） 

  

（３）昇 格  

    常務執行役員       家 城 重 道（現 執行役員） 

    上級執行役員       飯 島 貞 利（現 執行役員） 

上級執行役員       瀬 崎   勝（現 執行役員） 
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 なお、上記異動後の当社の経営体制は次のとおりとなります。 

 

１．取締役および監査役 

    代表取締役社長       森 田 雄 次 

    取 締 役       関 根 宏 人 

    取 締 役       今 泉   清 

    取 締 役       江 角 輝 夫 

    取 締 役       福 嶋 孝 裕 

    取 締 役       飯 島 貞 利 

    取 締 役       秋 山 秀次郎 

    常任監査役       常 盤   勲 

    監 査 役       小 野 芳 美 

    社外監査役（非常勤）   橋 本 好 央 

    社外監査役（非常勤）   石 橋   博 

 

２．執行役員 

    専務執行役員       関 根 宏 人（技術本部長） 

    常務執行役員       今 泉   清（海外営業本部長） 

    常務執行役員       江 角 輝 夫（生産本部長） 

    常務執行役員       福 嶋 孝 裕（営業本部長） 

    常務執行役員       名小路  之（営業本部副本部長） 

    常務執行役員       番 作   勲（技術本部副本部長）     

    常務執行役員       家 城 重 道（技術本部副本部長） 

    上級執行役員       飯 島 貞 利（生産本部副本部長） 

    上級執行役員       秋 山 秀次郎（管理本部長） 

    上級執行役員       瀬 崎   勝（生産本部生産統括部長） 

    執 行 役 員       杉 山 光 正（管理本部副本部長） 

    執 行 役 員       吉 沢   豊（生産本部品質統括部長） 

    執 行 役 員       久 城 吉 成（営業本部副本部長） 

    執 行 役 員       工 藤 欣 二（技術本部デバイス技術統括部長） 

    執 行 役 員       植 木 充 夫（技術本部ＩＣ・ユニット事業部副事業部長） 

    執 行 役 員       太 田   明（管理本部財務統括部長） 

 

以 上  
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